新 技 術 ベ ンチ ャ ー に お ける 


スバ レー 現象 


Valley-of Death Phenomenon of New Technology-Based Small Firms 


要旨 

本 論文 は 、 新 技術 ベン チャ ー に お ける デス バレ ー 
現象 と その 要因 に つい て 論じ る 。 

まず 、 新 技術 ベン チャ ー の デス バレ ー 現 象 、 す な 
わ ち 優れ た 技術 を 十分 に 事業 化 へ と つなげ る こと が 
出来 な い 状態 に つい て 検討 する た め に 、 先端 技術 事 
業 化 ま で の 段階 を 、 基 礎 研 究 段 階 、 製 品 開発 段階 、 
事業 化 段 階 の 3 つ に 分 類する 。 

その 上 で 、 新 技術 ベン チャ ー に 対す る 質問 票 調査 
を も と に 、 新 技術 ベン チャ ー に お いて は 、 と り わけ 
事業 化 段 階 に 深刻 な デス バレ ー 現 象 が 存在 する と 認 
識 さ れ て いる 。 各 段 階 を 通じ て 「 人 材 面 の 問題 」「 ビ 
ジョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 が 主要 
な デス バレ ー 要 因 と 認識 され て いる 。 ま た 、 基 礎 研 
究 段 階 の デス バレ ー 克 服 状況 と 「 市 場 ニ ー ズ の 明確 
化 及 び 共 有 化 」 に 向け た 取組 み 、 製 品 開発 段階 の デ 
スバ レー 克服 状況 と 「 トッ プ ダ ウン 型 経営 」「 市 場 ニ 
ー ズ の 明確 化 及び 共有 化 」、 事業 化 段階 の デス バレ ー 
克服 状況 と 「 公認 会 計 士 」 ベン チャ ー キ ャ ピタ ル 」 
「 弁護 士 」 等 の 外部 専門 家 と の 連携 に お いて 有意 な 
相関 が 確認 され た こと 等 を 明らか に する 。 

最後 に 、 新 技術 ベン チャ ー が デス バレ ー に 陥ら な 
いた め の 方 策 に つい て 論じ る 。 
キー ワー ド : 新 技術 ベン チャ ー、 デ スバ レー 現象 、 
事業 化 、 人 材 、 ビ ジョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 
化 、 技 術 経営 、 外 部 専門 家 と の 連携 


Abstract 

In this paper, | discuss the valley-of-death 
phenomenon in New Tednnology-Based Small 
Firms (NTBSFs) and the cause df the 
phnenomenon. 

To examine the valley-of-death phenomenon 
in NTBSFs, i.e. the state in whidh even superb 
basic resear cgnndt easily be commerdalized, | 
will make use of the three-stage dassification df 
the process of commerdalization: the basic 
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researdn stage the produd deveopment stage, 
and the commerdalization stage. 

A questionnaire survey Of NTBSFs reveals 
that they recognize that a serious valley-oFdesth 
phenomenon exists at the commerdalization 
stage The survey found that the qtegories 
"human resources"” and “extracting Visions and 
Conceptualizing damand" are percgved to be the 
main causes Of valley of death through all stages. 

My analysis found that there are some 
positive corregations between suocess in 
overcoming the valley of death and “darification 
and sharing of market needs" at the basic 
resear 中 stage “top-down management” and 
“darification and sharing of market needs" at the 
produdt development stage and “cooperation with 
external spedalists” like certified public 
accountants, venture cepitalists, and lawyers at 
the commerdialization stage. 

Finally, I condude with some 

recommendations for overcoming the 
valley-of-death phenomenon in NTBSFs. 
Key words: New Tednnology-Based Small Firms, 
Valley of Deasth, Commeraalization, Human 
resource Extracing Visions and Conceptualizing 
Demand, Management of Tednnology, 
Cooperation with external spedalists. 


1 は じ め に 

特許 等 に 代表 され る 知 的 財産 権 を ベー ス と し た 新 
技術 ベン チャ ー の 創出 は 、 閉 塞 状態 が 続く 日 本 経済 
活性 化 の 起爆 剤 と 期待 され て いる 1 

新 技 術 ベ ンチ ャ ー に つい て 、 本 論文 で は 「 特に 自 
然 法則 を 利用 し た 技術 的 思想 の 創作 と し て の 発明 に 
も と づき 、 新 規 性 、 進 歩 性 を 有 し 、 法 的 に 権利 と し 
て 保護 され る 特許 な ど を 中 心 と する 知 的 財産 権 を べ 
ー ス に 新た な 事業 を 目指 す 中 小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 」 
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と 定義 する 2。 

特許 な ど 知 的 財産 権 を ベー ス と し た 先端 技術 の 事 
業 化 お いて は 、 事 業 化 まで に 乗り 越え な けれ ば 
な ら ない 様 々 な 困難 が 存在 する 。 困 難 さ 故に 、 
十分 に 事業 化 へ 繋げ る 事 が 出来 な い 状態 が 散見 
され 、 比 只 的 に デス バレ ー 現 象 と 呼ば れ て いる 


3 


o 


本 論文 で は 、 知 的 財産 権 を 活用 し て 事業 化 に 取り 
組む 新 技術 ベン チャ ー を 対象 と し た 質問 票 調査 を も 
と に 、(1) 新 技術 ベン チャ ー に お ける デス バレ ー 現 象 
の 実態 と その 要因 を 明らか に する と 共に 、(2) 事 業 化 
段階 毎 の デス バレ ー を 克服 する た め に 、 い か な る 技 
術 経営 が 求め られ て いる の か に つい て 論じ る 。 


2 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー と その 要因 


知 的 財産 を ベー ス と し た 先端 技術 の 事業 化 に つい 
て 、 岡 田 (2003) は 「 知 的 財産 を 企業 戦略 な いし 研究 
開発 力 の 枠 内 で と ら え 、 イ ノ ベー ショ ン 能力 を 組織 
に 埋め 込み 高め る 知識 経営 を と く に 知 財 戦略 経営 
(p.26)」 と 述べ る と 共に 、 知 的 財産 が 収益 に 結び つか 
な い 理 由 、 す な わ ち 知 的 財産 の 事業 化 に 係る デス バ 
レー 要因 と し て 、「 技術 、 マ ー ケ ティ ング 、 財 務 の 断 
絶 」「 各部 署 や 個人 を 調整 する 「 場 」 や 新た な ビジ ョ 
ン を 提案 で きる トッ プ の 不在 」「 部 門 横断 的 な 知識 
経営 の 不在 」「 選択 と 集中 に も と づく 知 財 戦略 の 不 
在 」 の 4 つ を 指摘 し て いる 。 

こう し た 知 的 財産 を ベー ス と し た 先端 技術 事業 化 
に お ける デス バレ ー 現 象 に つい て は 、 事 業 化 段 階 を 
きめ 細か く 分 け て 、 詳 細 に 調査 する 必要 性 が あろ う 
3。 先端 技術 の 事業 化 段階 に つい て は 様々 な 分 類 が 可 
能 で あろ う が 、 本 論文 で は 、 事 業 化 まで の 段階 を 基 
礎 研 究 段 階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段 階 の 三 つ の 段 
階 に わけ て 分 析 を 行う 。 

1 は 、 横 軸 に 時 間 (《t)、 縦 軸 に 基礎 研究 段階 、 製 
品 開発 段階 、 事 業 化 段 階 の 三 段 階 の 主要 経営 課題 と 
その 経営 課題 克服 の た め に 必要 と する 経営 資源 投入 
が 当該 事業 の 全 投入 経営 資源 投入 に 占め る 凡そ の 割 
合 を 示し て いる 。 す な わ ち 、 基 礎 研究 段階 に お いて 
は 、 特 許 取得 や 基礎 研究 の 高度 化 等 を 目的 と し た 基 
礎 研 究 へ の 資源 投入 が 全 投入 経営 資源 の ほとん ど を 
占め て いる が 、 製 品 開発 段階 に な る と 、 代 わっ て 試 
作品 開発 や 製品 の 高度 化 等 を 目的 と し た 製品 開発 へ 
の 資源 投入 が 増加 する 、 ま た 事業 化 段階 で は 、 市 場 
形成 (マーケ ティ ング 等 を 目的 と し た 事業 化 へ の 資 


26  」APAN VENTURE REVM EW Nb. 6 Septenper 2005 


た -CA に 30 に サコ "2 


源 投入 が 増加 する と 考え る こと が 出来 る 。 


1 事業 化 に 至る 段階 と 主要 経営 課題 の 変遷 


基礎 研究 へ の 製品 開発 へ の 事業 化 へ の 
経営 資源 投入 経営 資源 投入 be 
10¢ $ 


“re-Y 
に 


| 聞 電 研究 段階 | 製品 開発 段階 | | 事業 化 段階 | 
経営 課題 > 経営 課題 経営 課題 > 

・ 特 許 取得 試作 品 開発 ・ 市 場 形成 

・ 基 礎 研 究 高度 化 等 ・ 製 品 の 高度 化 等 ・ マ ー ケ ティ ング 等 


特許 な ど 知 的 財産 権 を ベー ス と し た 先端 技術 の 事 
業 化 に お ける デス バレ ー 現 象 と その 要因 に つい て は 、 
基礎 研究 、 製 品 開発 、 事 業 化 の 三 つ の 段階 に お いて 
それ ぞ れ 数 多く 論じ られ て いる 。 

基礎 研究 段階 に 関す る 先行 研究 で ある 玉田 、 児玉 、 
玄 場 (2003) は 、 バ イオ テク ノロ ジー、 ナ ノ テ ク 、 情 
報 通信 、 環 境 技術 の 四 分 野 に つい て 日 本 の 特許 に 関 
する 調査 を 行い 、 サ イエ ンス リン ケー ジ は 「 バイ オ 
テク ノロ ジー が 突出 し て 多く 、 ナ ノ テク ノロジー が 
それ に 続き 、IT と 環境 技術 は 少な い (p.32)」 と 指摘 
し 、 バ イオ テク ノロ ジー や ナノ テク ノ ロジ ー3 で は 、 
基礎 研究 を 技術 に 転換 する 能力 の 欠如 が 、 デ スバ レ 
一 要因 と な り 得る 事 を 示唆 し て いる 。 

製品 開発 段階 の 成功 条件 と し て 、Day and 
Sdhoemaker(2000) ば 経営 トッ プ 層 の 継続 的 な サポ 
ー ト 、 既 存 事 業 か ら の ニュ ー ベ ンチ ャ ー の 分 離 、 組 
織 や 戦略 の 柔軟 性 、 リ スク テイ ク や 経験 か ら 学ぶ 前 
向き な 姿勢 が 求め られ る 。(Dp.52)」 と 指摘 し た 上 で 、 
この 段階 に お ける デス バレ ー 要 因 と し て 、 事 業 へ の 
参入 の 遅れ 、 慣 れ へ の 固執 、 ト ッ プ の 十分 な コミ ッ 
トメ ント へ の 路 踏 、 持 続 件 の 欠如 等 を 挙げ て いる 。 

井上 、 二 瓶 、 石 川 、 船 曳 (2003) は 、 我 が 国 の 製造 
業 上 場 企業 の 製品 開発 段階 に は 、 深 刻 な デス バレ ー 
現象 が 存在 する と 述べ る と 共に 、 こ の デス バレ ー 要 
因 と し て 「 ビジ ョ ン の 描出 や 需要 コン セプト 化 の 問 
題 」「 人 材 面 の 問題 」「 内 部 の 部 門間 や 組織 間 の 連 
携 の 問題 」 が 認識 され て いる と 指摘 し て いる 。 桐 畑 
(2004) は 、 ナ ノ テ クノ ロジ ー 事 業 化 の 製品 開発 段階 
に お いて は 「 資金 面 の 問題 」「 外部 と の 連携 の 問題 」 

「 ビ ジョン の 描出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 が 


主要 な デス バレ ー 要 因 と し て 認識 され て お り 、 ま た 
デス バレ ー 克 服 に 向け て (1)「 資金 面 の 問題 」 で は 、 
公 的 資金 の 活用 を 重視 し て いる 、(2)「 外部 と の 連携 
の 問題 」 で は 、 大 学 ・ 研 究 機関 、 異 業種 企業 と の 連 
携 を 重視 し て いる 、(3)「 ビジ ョ ン の 描出 ・ 需 要 の コ 
ン セ プ ト 化 の 問題 」 で は 、 需要 (市 場 ニー ズ ) 表 現 を 重 
視 し て いる こと を 明らか に し た 。 

事業 化 段階 に 関す る 先行 研究 で ある Moore(1991) 
は 、 先 端 技術 を ベー ス と し た 製品 を 市 場 に 浸透 させ 
る に あたっ て 、Moore(1991) が キャ ズム と 呼ぶ デス 
バレ ー 現 象 が 存在 する と 指摘 し 、 製 品 中 心 の 価値 観 
が 、 事 業 化 段階 に お ける 主要 な デス バレ ー 要 因 で あ 
る (pp.134-135) と 論じ て いる 。 


3 新 技術 ベン チャ ー と デス バレ ー 現 象 


研究 開発 型 ベ ンチ ャ ー の 経営 的 特徴 や 成長 要因 、 
さら に は 、 ベン チャ ー 企 業 の 成長 段階 毎 の 経営 課題 、 
デス バレ ー 要 因 に つい て も 、 多数 の 先行 研究 が ある 。 
清 成 、 中 村 、 平 尾 (1971) は 、 研 究 開発 集約 的 な 創 
造 的 新規 開業 企業 を ベン チャ ー・ ビ ジネス と 定義 し 
た 上 で 、 研究 開発 型 ベ ンチ ャ ー の 経営 的 特徴 と し て 、 
独自 の 企業 特性 、 市 場 志 向 、 人 的 経営 資源 の 蓄積 、 
ダイ ナミ ッ ク な 組織 、 シ ステ ム 的 発想 を 指摘 し て い 
る (p.79)。Vesper(1990) は 、 ハ イ テ ク 起業 家 に お ける 、 
高等 レベ ル の 「 教育 」 と マー ケティング や 財務 等 の 
実務 及び 過去 の ベン チャ ー 創 業 経験 等 の 「 経験 」 の 
重要 性 を 指摘 し て いる (p.63)。 

ベン チャ ー 企 業 の 成長 段階 毎 の 経営 課題 、 デ スバ 
レー 要因 に つい て 、Timmons(1994) は 、 成 長 段階 を 
スタ ー ト アッ プ 前 、 ス ター ト アッ プ ・ サ バイ バル 期 
(創業 か ら 3 年 )、 成 長 初期 (4 年 か ら 10 年 まで )、 成 
熟 期 (10 年 か ら 15 年 )、 収 穫 ・ 安 定期 (15 年 か ら 20 
年 ) の 5 つの 段階 に 分 け て 論じ 、 こ の 内 、 ス ター ト ア 
ッ プ 前 に お いて は 「 事業 が 、 ユ ー ザ ー、 顧 客 、 市 場 
ニー ズ に 基づく も の か 、 開 発 や 発明 の 願望 に よる も 
の か 」 を デス バレ ー に 陥ら な いた め の ポ イン ト と し 
て 指摘 し て いる (pp.577-578)。 ベンチャー 企業 の 成 
長 ス テー ジ 段 階 に 分 け 、 そ れ ぞ れ の 段階 の 経営 課題 
や デス バレ ー 要 因 に つい て 論じ た 論文 は 、 こ の 他 に 
も 多数 ある (Flamhoitz and Randle(1998)、 柳 、 田中 
(1996) 他 )。 

本 論文 に 何ら か の 貢献 が ある と すれ ば 、 知 的 財産 
を ベー ス と し た 先端 技術 の 事業 化 段 階 を 基礎 研究 段 
階 、 製品 化 段階 、 事 業 化 段 階 の 3 つ に 分 類 し た 上 で 、 


この 段階 を 新 技術 ベン チャ ー の 成長 段階 に 適用 し 、 
それ ぞ れ の 段階 の 経営 課題 、 す な わ ち デス バレ ー 要 
因 また 、 さ ら に この デス バレ ー 要 因 と 技術 経営 と 
の 関連 性 に つい て の 分 析 を 試み た 点 に あろ う 。 


3.1 新 技術 ベン チャ ー を 対象 と し た 質問 票 調 査 

新 技 術 ベ ンチ ャ ー の 基礎 研究 段階 、 製 品 化 段階 
事業 化 段 階 の 3 つの 段階 に お いて それ ぞ れ デス バレ 
ー 現 象 が 存在 する の で あろ うか 。 ま た 、 存 在 する 場 
合 に は 、 ど の よう な デス バレ ー 要 因 が 存在 する の で 
あろ う か 。 さ ら に 、 各 段階 に お いて 、 デ スバ レー を 
克服 する た め の 技 術 経営 と は いか な る も の で あろ う 
か 。 以下 で は 、 新 技術 ベン チャ ー に 対す る 質問 票 調 
査 を も と に 、 こ れ ら の 研究 課題 を 分 析 す る 。 
質問 票 調査 は 、 奈 良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 が 実 
施し た 通信 教育 講座 「 知 的 財産 ・ 技 術 経営 プロ グラ 
ム 2005」 を 受講 し た 受講 生 で 、 特許 等 知 的 財産 を べ 
ー ス と し て 事業 化 を 目指 す 中小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 の 
経営 者 、 従 業 員 を 対象 と し て 実施 し た 9。 

イン ター ネッ ト に よる 公募 と 共に 全国 の 中 小 企業 
団体 、 経 済 団体 等 を 通じ て 、 通 信教 育 講座 へ の 参加 
企業 を 募集 、 参 加 申 し 込み の あっ た 184 事業 所 の 経 
営 者 及び 従業 員 に 対し て 、 電 子 メ ー ル 及び 郵送 で 質 
問 票 調査 を 送付 し た 7。 質問 票 調査 は 、2004 年 1 
月 中 旬 か ら 12 月 に か け て 送付 し 、 116 事業 所 の 回 答 
を 得 た (回 答 率 639%%)。 本 論文 は 、 こ の 内 未 上 場 で 、 
特許 を 取得 し て いる 、 或 い は 出願 中 、 且 、 基 礎 
研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段階 の すべ て 
の 経験 を 有する 47 事業 所 を 分 析 の 対象 と し た 8 
本 論文 の 分 析 の 対象 と し た 47 事業 所 は 、「 知 的 財 
産 を どの 程度 重視 し て いま すか 」 と の 質問 に 対し て 、 
か な り 重 視 (51%%)、 ま あ 重 視 (309%6) が あわ せ て 819% 
を 占め る 、 あ まり 重視 し て いな い (17%)、 重 視 し て 
いな い (29%%) は あわ せ て 199% に と ど ま る 等 、 知 的 財産 
を 経営 の 柱 の 1 つと 認識 し て いる 。 


3.2 事業 段階 毎 の デス バレ ー 現 象 と その 要因 

質問 要 調 査 で は 、 ま ず 新 技術 ベン チャ ー に お ける 
基礎 研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段階 の 3 つの 
段階 に お ける 経営 実態 、 す な わ ち デス バレ ー 現 象 の 
有無 及び その 状況 を 質問 し た 。 

基礎 研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段階 の 3 つ 
の 段階 に お いて 、「 若干 課題 が 存在 」「 か な り 課題 
が 存在 」「 非常 多く の 課題 が 存在 」 と 答え た 企業 を 
あわ せ た 割 合 は 、 基礎 研究 段階 で 62%、 製 品 開発 段 
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階 で 649%%、 事 業 化 段階 で は 859%% と な っ た 。 事 業 化 
段階 が 進む に し た が っ て 、「 確実 に 成果 に 繋げ て い 
る 」 と する 割合 が 減少 し 、 何 ら か の 課題 を 抱え て い 


る と する 企業 が 増加 し て いる 。 


表 1 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 現 象 の 有無 


| ーー 一 


基礎 研究 段階 | 製品 化 段階 | 事業 化 段階 


| 確実 に 成果 に 繋げ て いる 21% | 19% 9% 
若干 課題 が 存在 30% 26% 34% | 
か な り 課 題 が 存在 19% 23% 32% 
非常 に 多く の 課題 が 存在 13% 15% 19% 
無 回 答 ・ そ の 他 17% 17% 6% 


N=47 


上 記 質 問 で 「 若干 課題 が 存在 」「 か な り 課 題 が 存 


在 」「 非常 に 多く の 課題 が 存在 」 と 答え た 企業 (基礎 
研究 は 対象 企業 29、 製 品 化 段階 は 30、 事 業 化 段階 
は 40) を 対象 と し て 、 デ スバ レー 現象 の 評価 を 質問 し 
た 結果 が 以下 の 表 2 で ある 。「 か な り 深刻 な 課題 」 
「 深刻 な 課題 」「 若干 の 課題 」 と 答え た 企業 を あわ 
せ た 割 合 は 、 基 礎 研 究 段 階 が 73%、 製 品 化 段階 が 
76%、 事 業 化 段階 が 90% と いう 結果 と な っ た 。 特に 、 
事業 化 段階 に つい て 「 か な り 深刻 」 と 答え た 企業 は 
40% と 、 基 礎 研究 段階 、 製 品 化 段階 の 3 倍 近い 割合 
と な っ て お り 、 と り わ け 事 業 化 段階 に 深刻 な デス バ 
レー が 存在 し て いる こと が 伺え る 。 


いる 。 製 品 開発 段階 で は 「 ビジ ョ ン の 抽出 や 需要 の 
コン セプト 化 の 問題 」 が 47% と 最も 多く 、「 人 材 面 
の 問題 」(40%)「 資金 面 の 問題 」(3096)「 内 部 の 部 門 
間 や 組織 間 の 連携 の 問題 」(309%)、 ま た 、 事 業 化 段 
階 で は 「 人 材 面 の 問題 」53%6「 ビジ ョ ン の 抽出 や 需 
要 の コン セプト 化 の 問題 」(509)「 資金 面 の 問題 」 
(30%)| 内 部 の 部 門間 や 組織 間 の 連携 の 問題 」 (30%) 
と 続い た 。 

「 人 材 面 の 問題 」 が 、 基 礎 研究 段階 と 事業 化 段 階 

で 最も 多く 、 製 品 化 段 階 で も 「 ビジ ョ ン の 抽出 や 需 
要 の コン セプト 化 」 に 次 ぐ 高 い 割 合 と な っ た 。 ま た 、 
「 ビジ ョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 は 
製品 化 段 階 で 最も 多い 割合 と な っ た 他 、 基 礎 研 究 段 
階 で 3 番目 、 事 業 化 段階 で 2 番目 に な っ て お り 、 各 
段階 を 通じ て 「 人 材 面 の 問題 」「 ビジ ョ ン の 抽出 や 
吉 要 の コン セプト 化 の 問題 」 が 主要 な デス バレ ー 要 
因 と な っ て いる こと が わか る 。 


表 3 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 要 因 


表 2 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 現 象 の 評価 


_| 基礎 研究 段階 | 製品 化 段階 | 事業 化 段階 
か な り 深 刻 な 課題 14% 13% 40% 
深刻 な 課題 21% 33% 30% 
若干 の 課題 | 38% | 30% 20% 
あま り 課 題 と みて いな い 17% 17% 10% 


特に 課題 と みて いな い 


7% 


0% 


無 回 答 ・ そ の 他 3% 0% 0% 


基礎 研究 ( N29) 、 製 品 化 ( NE3O) 、 事 業 化 ( NF4O) 


事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 現 象 の 有無 表 1 ) で 、 
基礎 研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段階 の それ ぞ 
れ の 段階 に お いて 、「 若干 課題 が 存在 」「 か な り 課 
題 が 存在 」「 非常 多く の 課題 が 存在 」 と 答え た 企業 
(基礎 研究 は 対象 企業 29、 製 品 化 段 階 は 30、 事 業 化 
段階 は 40) を 対象 と し て 、 さ ら に 、 こ の デス バレ ー の 
要因 に つい て 質問 し た 結果 が 表 3 で ある 。 

基礎 研究 段階 に お いて は 「 人 材 面 の 問題 」 が 45% 
で 最も 多く 、「 資金 面 の 問題 」(38%)「 ビジ ョ ン の 
抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」(34%) と 続い て 
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基礎 研究 段階 | 製品 化 段階 | 事業 化 段 階 
資金 38% | 30% 30% 
人 材 45% 40% | 53% 
内 部 の 連携 31% 30% 30% 
外部 と の 連携 3% 10% 15% 
ビジ ョ ン 抽 出 や 
需要 の コン セプト 化 6 6 SR 
企業 文化 24% 20% 23% 
動機 づけ 31% 13% 18% 
基礎 研究 ( NF29) 、 製 品 化 ( Ns3O) 、 事 業 化 ( N240) 
複数 回 答 


4 新 技術 ベン チャ ー に お ける 技術 経営 


4.1 企業 内 部 に 係る 主要 な 技術 経営 

新 技術 ベン チャ ー の 技術 経営 の 実態 に つい て 、 ま 
ず 企 業 内 部 に 係る 主要 な 技術 経営 に 関し て 、 市 場 ニ 
ー ズ の 明確 化 及び 社内 共有 」j「 スピ ー ド 経営 」「 トッ 
プ ダ ウン 経営 」「 ロー ド マッ プ 作 成 」 の 4 つの 質問 項 
目 を 作成 し 、 そ れ ぞ れ の 取組 み 状 況 つい て 、 必 要 性 
認識 と 実施 状況 に つい て 質問 し た 。 

まず 「 市 場 ニ ー ズ を 文章 や チャ ー ト な ど で 明 確 に 
示し 、 社 内 で 共有 化す る 」 必 要 性 は 「 か な り 必 要 」 
「 まあ 必要 」 を あわ せ て 9896 に の ぼる 一 方 ( 表 4) で 、 
「 か な り 実 施 」「 まあ 実施 」 と 答え た 企業 を あわ せ た 
割合 は 、389%6 に と ど ま っ た ( 表 5)。 

「 スピ ー ド を 重視 し た 経営 」 の 必要 性 (「 か な り 必 
要 」「 まあ 必要 」 を あわ せ て 98%)、「 トッ プ ダ ウン 型 


経営 」 の 必要 性 ( 同 100%)、「 事業 化 ま で の 指針 と な 
る 独自 の ロー ド マッ プ の 策定 」 の 必要 性 ( 同 91%) に 
つい て 、 そ れ ぞ れ 90% 以 上 が 必要 性 を 認識 し て いる 
一 方 、「 スピー ド を 重視 し た 経営 」 の 実施 状況 (「 か 
な り 実施 」「 まあ 実施 」 を あわ せ て 49%)、「 トッ プ ダ 
ウン 型 経営 」 の 実施 状況 ( 同 58%)、「 事業 化 ま で の 指 
針 と な る 独自 の ロー ド マッ プ の 策定 」 状 況 (「 策定 し 
て いる 」 60%) は 、 共に 低い 割合 に と ど ま っ た ( 表 4 、 
表 5 )。 

「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及び 社内 共有 」 に お いて 必 
要 性 認識 と 実施 状況 に 他 と 比較 し て 最も 大 き な 
60%(「 か な り 必 要 」「 まあ 必要 」 あわ せ て 98% に 対 
し 「 か な り 実 施 」「 まあ 実施 」 あわ せ て 389%%) と いう 
差 が 確認 され た 。 


表 4 企業 内 部 の 主要 な 技術 経営 の 必要 性 認識 


業種 企業 」72%、「 行政 」66%、「 競合 企業 」 49%% と 
な っ た ( 表 6)。 一 方 、 関係 構築 の 実施 状況 に つい て は 、 
「 か な り 創 っ て いる 」「 まあ 創っ て いる 」 を あわ せ た 
割合 が 、「 協力 企業 」539%、「 顧客 」53%、「 異 業種 
企業 」30%、「 行政 」25%、「 競合 企業 」15% と ( 表 
7)、 そ れ ぞ れ 、3996( 協力 企業 )、37%( 顧 客 )、42% 
( 異 業種 企業 )、41%( 行政 )、3496( 競合 企業 ) 必 
要 性 認識 を 下回っ た ( 表 6、7)。 

「 異 業種 企業 」 と の イン タラ クティ ブ な か 関係 構築 
に お いて 、 必 要 性 認識 と 実施 状況 に 他 と 比較 し て 最 
も 大 き な 差 (429) が 確認 され た 。 


表 6 外部 と この イン タラ クティ ブ が な 半 氷 構築 の 必要 路 譜 


か な り 必 要 
まあ 必要 


Ne | 市 場 ニ ー ズ | スピ ー ド | トッ プ ダ | ロー ド マ 
_ | 明確 / 共 有 化 | 経営 | ウン 経営 | ッ プ 作成 

か な り 必 要 | 79% 64% 60% 64% 
まあ 必要 | 19% 34% 40% 28% 
あま り 必 要 で は な い | 2% 2% 0% 9% 
必要 で は な い | 0% 0% 0% 0% 
N47 

表 5 企業 内 部 の 主要 な 技術 経営 の 実施 状況 

市 場 ニ ー ズ | スピ ー ド | トッ プ ダ | ロー ド マ ッ 
ーー | 明確 / 共 有 化 | 経営 | ウン 経営 | プ 作 成 

か な り 実施 | 15% | 9% 32% | 60%( 策 
| まあ 実施 。 | 23%| 40%| 26%| 定 ) 
あま り 実 施し て いな い 43% | 45% 34% | 40%( 策 定 
実施 し て いな い 19% 6% 9% せ ず ) 
N47 


4.2 企業 外部 に 係る 主要 な 企業 経営 

新 技術 ベン チャ ー の 技術 経営 の 内 、 企 業 外部 に 係 
る 技術 経営 に つい て は 「 外部 と の イン タラ クティ ブ 
な 関係 構築 」 の 必要 性 と 実施 状況 、 ま た 、 弁 護 士 、 
弁理 士 、 公 認 会 計 士 、 ベンチャー キャ ピタ ル 等 の 外 
部 専門 家 と の 連携 に 関す る 必要 性 認識 と 連携 状況 に 
つい て 質問 し た 。 


(1) 外 部 と の イン タラ クティ ブ な か 関係 構築 

外部 と の イン タラ クティ ブ な 関係 構築 の 必要 性 認 
識 及 び 実 施 状況 に つい て は 「 顧客 」「 協力 企業 」「 異 
業種 企業 」「 行政 」「 競合 企業 」 に つい て 、 そ れ ぞ れ 
の 必要 性 認識 と 関係 構築 状況 に つい て 質問 し た 。 

「 か な り 必 要 」「 まあ 必要 」 を あわ せ た 必 要 性 に 関 
する 割合 は 、「 協力 企業 」 が 92%、「 顧客 」 90%、「 異 


あま り 必 要 で は な い | 4%| 0%| 11%| 19% 
必要 で は な い 0%| 2% 6%| 4% 


無 回 答 ・ そ の 他 4%| 8%| 1iw| 1fw| 11% 
N47 

表 7 外部 と の イン タラ クティ ブ な 関係 構築 状況 
協力 異 業 種 競合 
企業 | 顧客 | 企業 | 行政 | 企業 

か な り 構 築 21%| 19% 2%| 6%| 2% 

まあ 構築 

あま り 構 築 し て いな い 

構築 し て いな い 

無 回 答 ・ そ の 他 

(2) 外 部 専門 家 と の 連携 


外部 専門 家 と の 連携 に 関す る 必要 性 認識 及び 連携 
状況 に つい て は 、「 弁理 士 」「 銀行 」「 弁護 士 」「 公 
認 会 計 士 」「 経営 コン サル タン ト 」「 人 材 派遣 会 社 」 
「 ベン チャ ー キ ャ ピタ ル 」 に つい て 質問 し た 。 

「 か な り 必要 」「 まあ 必要 」 を あわ せ た 必 要 性 に 関 
する 割合 は 、「 弁理 士 」87%、「 銀行 」68%、「 弁護 
士 」66%、「 公認 会 計 士 」64%、「 経営 コン サル タ 
ント 」60%、「 人 材 派遣 会 社 」5696「 ベン チャ ー キ 
ャ ピタ ル 」 539% と な っ た ( 表 8)。 一 方 、 各 外部 専門 家 
と の 連携 状況 に つい て は | か な り 連携 し て いる 」「 ま 
あ 連 携 し て いる 」 を あわ せ た 割 合 が 、「 弁理 士 」 が 
389%、「 銀行 」 45%、「 弁護 士 」 38%、「 公認 会 計 士 」 
47%、「 経営 コン サル タン ト 」259%、「 人 材 派 遣 会 
社 」3296「 ベン チャ ー キ ャ ピタ ル 」179%% と いずれ も 
必要 性 認識 を 下回っ た ( 表 9)。 
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公認 会 計 士 ( 差 17%) と 銀行 ( 差 239%%) に つい て の 
連携 状況 と 必要 認識 の 差 は 比較 的 小さ い 一 方 で 、 弁 
理 士 ( 差 49%) と ベン チャ ー キ ャ ピタ ル ( 差 36 %) は 、 
必要 性 認識 と 実際 の 連携 状況 に 比較 的 大 き な 差 が 確 
認 さ れ た 。 


表 8 外部 専門 家 と の 連携 の 必要 性 認識 


弁 | 銀 | 弁 | 公 | コ 経 | 人 | キ ペ 
理 | 行 | 護 | 認 サ 材 | せ チ 
圭 士 | 会 | ル | 泊 | と ゃ 
計 | タ 貴 タタ | 
= 1 ジ ) 
ト 
か な り 必 要 | 49%| 23%| 26%| 21%| 13%| 11%| 15% 
まあ 必要 38%| 45%| 40%| 43%| 47%| 45%| 38% 
あま り 必 要 で は な い | 2%| 13%| 19%| 21%| 26%| 17%| 28% 
必要 で は な い 0%| 9%| 4%| 4%| 6%| 17%| 11% 
無 回 答 ・ そ の 他 11%| 11%| 11%| 11%| 9%| 11%| 9% 
N47 
表 9 外部 専門 家 と の 連携 状況 
弁 | 銀 | 弁 | 公 | コ 経 | 人 | キ べ 
理 | 行 | 護 | 認 サ 堂 | 材 | せ ヂ 
圭 士 | 会 | ル 派 ヒ ャ 
計 | タ 遺 12 | 
直る ル 
ト 
か な り 連 携 し て いる 6%| 15%| 6%| 11%| 2%| 6%| 11% 
まあ 連携 し て いる 32%| 30%| 32%| 36%| 23%| 26%| 6% 
あま り 連 携 し て いな い | 26%| 23%| 26%| 19%| 30%| 23%| 23% 
連携 し て いな い | 26%| 23%| 26%| 26%| 36%| 36%| 51% 
無 回 答 ・ そ の 他 11%| 9%| 11%| 9%| 9%| 9%| 9% 
N47 


(3) デ スバ レー 克服 に 向け た 技術 経営 

新 技術 ベン チャ ー に お ける 基礎 研究 段階 、 製品 開 
発 段 階 、 事 業 化 段階 の 各 段 階 の デス バレ ー を 克服 す 
る た め に は 、 ど の よう な 技術 経営 が の ぞ ま し い の で 
あろ う か 。 本 論文 で は 、 新 技術 ベン チャ ー の 事業 化 
段階 毎 の 経営 状況 に 関し て 、 主 要 な 技術 経営 の 実施 
状況 と の 相関 分 析 を 行っ た 。 

基礎 研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段 階 の 各 段 
階 に つい て は 「 確実 に 成果 に 繋げ て いる 」 か ら 「 非 
常に 多く の 課題 が 存在 」 の 4 つの 段階 、 技 術 経営 の 
内 、 企 業 内 部 に 係る 主要 な 技術 経営 に つい て は 「 か 
な り 実施 」 か ら 「 実施 し て いな い 」 の 4 段階 、 企 業 
外部 に 係る 要素 に つい て は 、「 か な り 連携 (又は 構築 ) 
し て いる 」 か ら 「 連携 (又は 構築 ) し て いな い 」 の 4 
段階 と し た 。 

基礎 研究 段階 に お いて は 、 デ スバ レー 克服 状況 と 
「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」 に 向け た 取組 み 
と の 間 に 有 意 な 相関 (5% 水 準 ) が 確認 され た 。 製品 開 
発 段階 に お いて は 、 デ スバ レー 克服 状況 と 「 トッ プ 
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ダウ ン 型 経営 」 の 実施 状況 (5% 水 準 )、「 市 場 ニ ー ズ 
の 明確 化 及 び 共 有 化 」 の 実施 状況 (109 水 準 ) に お いて 
有意 な 相関 が 確認 で きた 。 さ ら に 、 事 業 化 段 階 に お 
いて は 、 デス バレ ー 克 服 状況 と 「 公認 会 計 士 」「 ベン 
チャ ー キ ャ ピタ ル 」 等 の 外部 専門 家 と の 連携 に お い 
て 特に 有意 な 相関 (1% 水 準 ) が 確認 され た 。 


表 10 事業 化 半 員 の 経営 状況 と 主要 技術 経営 の 相 凌 


知 財 重 視 レ ベル 
トッ プ ダ ウン 経営 
ロー ド マ ッ プ 


市 場 ニー ズ 明確 化 共 有 化 


溢 敬 和 末 絹 芝 | 呂 毅 芋 小 型 填 


経営 コン サル タン ト 
人 材 派遣 会 社 
ベン チャ ー キ ャ ピタ ル 


-0.021 | -0.265 0.119 
0096| 0.219 | 0.478*#k* 


沙 個 rr 装 潮 舞 境 テ 


*** 1967K 準 で 有意 ( 両 則 “6 人 準 で 有意 ( 両 則 
* 1 の 4 水準 で 有意 ( 両 則 
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5 デス バレ ー 克 服 に 向け た 含意 


5.1 デス バレ ー 現 象 と その 要因 及び 技術 経営 の 実態 
知 的 財産 を 活用 し た 新 技術 ベン チャ ー に 対す る 質 

問 票 調査 か ら 、 以 下 の 点 が 明らか と な っ た 。 

(1) 新 技術 ベン チャ ー の 事業 化 段階 毎 の デス バレ ー 

状況 に つい て は 、 と り わ け 事 業 化 段階 に 深刻 な デス 

バレ ー 現 象 が 存在 する と 認識 され て いる 。 

(2)2 デ スバ レー の 要因 に つい て は 、 各 段階 を 通じ て 

「 人 材 面 の 問題 」「 ビジ ョ ン の 抽出 や 需要 の コン セ 

プ ト 化 の 問題 」 が 主要 な 要因 と 認識 され て いる 。 

(3) 企 業 内 部 の 主要 な 技術 経営 の 取組 み に つ いて は 、 

「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 社 内 共有 」 に つい て 必要 

性 認識 と 実施 状況 と の 間 に 最 も 大 き な 差 (60%) が 確 

認 さ れ た 。 

(4) 企業 外部 の 主要 な 技術 経営 の 取組 み に つ いて は 、 

外部 と の イン タラ クティ ブ な 関係 構築 に お いて 、「 異 


業種 企業 」 の 必要 性 認識 と 実施 状況 に 最も 大 き な 差 
(42%) が 確認 され た 。 また 、 外 部 専門 家 と の 連携 に 関 
する 必要 性 認識 及び 連携 状況 に つい て 、 公 認 会 計 士 
( 差 17%) と 銀行 ( 差 2396) の 連携 状況 と 必要 認識 の 差 
は 比較 的 小さ い 一 方 で 、 弁 理 士 ( 差 49%%) と ベン チャ 
ー キ ャ ピタ ル ( 差 36 %) は 、 大 き な 差 が 確認 され た 。 
(5) 基 礎 研 究 段 階 の デス バレ ー 克服 状況 と 「 市 場 ニー 
ズ の 明確 化 及び 共有 化 」 に 向け た 取組 み 、 製 品 開発 
段階 の デス バレ ー 克 服 状況 C「 トッ プ ダ ウン 型 経営 」 
「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」、 事業 化 段階 の デ 
スバ レー 克服 状況 と 「 公認 会 計 士 ベン チャ ー キ ャ 
ピタ ル 」「 弁護 士 」 等 の 外部 専門 家 と の 連携 に お いて 
有意 な 相関 が 確認 され た 。 


5.2 デス バレ ー 克 服 に 向け て の 含意 

新 技術 ベン チャ ー が 事業 化 ま で の 各 段 階 に お いて 
デス バレ ー に 陥る こと な く 、 ス ムー ズ に 事業 化 を 進 
め る た め に どの よう な 技術 経営 が 求め られ る の か 。 
基礎 研究 段階 2 事業 化 段階 の 3 つの 
段階 を 順に 論じ 
ee 

基礎 研究 段階 に お いて は 、 最 も 多く 割合 の 企業 が 
「 人 材 面 の 問題 」、 を デス バレ ー 要 因 と し て あげ て い 
る 。 また 、 基礎 研究 段階 の デス バレ ー 克 服 状況 と 「 市 
場 ニ ー ズ の 明確 化 及 び 共 有 化 」 に 向け た 取組 み に 有 
意 な 相関 が 確認 され た 。 

新 技術 ベン チャ ー に 対す る イン タビ ュー 調査 に お 
いて 「 ニー ズ 先 行 の 研究 開発 スタ ー ト が 重要 」「 製 
品 開発 前 に マー ケティング を 行い 、 売 れる も の し か 
作ら ない 」 な ど 表 現 は 異な る が 、Timmons(1994) が 
スタ ー ト アッ プ 前 の ベン チャ ー の ポイ ント と し て 指 
摘 し た よう に 、 市 場 ニ ー ズ を 重視 する こと の 必要 性 
を 指摘 する 意見 が 多かっ た 。 基礎 研究 段階 に お いて 
は 、 優 秀 な 研究 人 材 の 確保 と 共に 市 場 ニ ー ズ に 基 づ 
く 研究 開発 が 求め られ る 。 

た だ 、 玉田 、 児玉 、 玄 場 (2003) が 指摘 する よう に 、 
基礎 研究 段階 に お いて は 、 技 術 分 野 毎 に その 特質 が 
異な る こと が 想定 され る 。 新 技術 ベン チャ ー に お け 
る 基礎 研究 段階 の さら な る 分 析 に は 、 技 術 分 野 毎 の 
詳細 な 研究 が 欠か せな い 。 今後 の 研究 テー マ と し た 
い 。 

(製品 開発 段階 ) 

製品 開発 段階 に お いて は 、 最 も 多く の 割合 の 企業 
が 「 ビジ ョ ン の 抽出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 
を デス バレ ー 要 因 と し て あげ て いる 。 ま た 、 製 品 開 


発 段 階 の デス バレ ー 克 服 状況 と 「 トッ プ ダ ウン 型 経 
営 」「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及び 共有 化 」 に 有意 な 相関 
が 確認 され た 。 

我が国 製造 業 上 場 企 業 の 製品 開発 段階 を 対象 と し 
た 井上 、 二 瓶 、 石 川 、 船 曳 (2003)、 ナ ノ テ クノ ロジ 
ーー 事業 の 製品 化 段 階 を 対象 と し た 桐 畑 (2004) に お い 
て も 「 ビジ ョ ン の 描出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 
は 最大 の デス バレ ー 要 因 と 認識 され て いる 。「 ビジ 
ョ ン の 描出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 は 、 上 場 、 
非 上 場 の 企業 規模 に 関係 な く 、 製 品 化 段階 に お ける 
主要 な 経営 課題 で ある こと が わか る 。 

新 技術 ベン チャ ー の 製品 開発 段階 に お いて は 、「 ビ 
ジョ ン の 描出 や 需要 の コン セプト 化 の 問題 」 解 消 に 
向け て 、 ト ッ プ の ビジ ョ ン や イニ シア ティ ブ 、 す な 
わ ち 「 トッ プ ダ ウン 型 経営 」 の も と で 、 社 内 に お け 
る 「 市 場 ニ ー ズ の 明確 化 及び 共有 化 」 に 向け た 取組 
み が 重 要 で あろ う 。 

(事業 化 段階 ) 

事業 化 段階 に お いて は 、 各 段階 を 通じ て 最も 深刻 
な デス バレ ー が 存在 する と 共に 「 人 材 面 の 問題 」 が 
その 主要 な デス バレ ー 要 因 と な っ て いる 点 が 注目 さ 
れる 。 

新 技 術 ベ ンチ ャ ー に 対す る イン タビ ュー 調査 に お 
いて も 「 設立 3 年 目 以降 、 専 門 の 販売 営業 人 上 員 を 雇 
用 し 、 マ ー ケ ティ ング と 営業 活動 に 注力 し た 結果 、 
売上 げ が 増大 し た 」 な ど 、 事 業 化 段 階 に お いて は 、 
販売 、 マ ー ケ ティ ング 分 野 の 従業 員 確 保 の 必要 性 を 
指摘 する 意見 が あっ た 。 新 技術 ベン チャ ー に お ける 
事業 化 段 階 の デス バレ ーー 克服 に お いて は 、 
Moore(1991) の 指摘 する 製品 中 心 の 価値 観 か ら の 転 
換 に 加え て 、 販 売 、 マ ー ケ ティ ング 強化 に 向け 、 特 
に 人 材 面 で の 取組 み が 求 め ら れる 。 

また 、 事 業 化 段階 の デス バレ ー 克 服 状況 と 「 公認 
会 計 士 」「 ベン チャ ー キ ャ ピタ ル 」「 弁護 士 」 等 の 外 
部 専門 家 と の 連携 に お いて 有意 な 相関 が 確認 され た 。 
こう し た 外部 専門 家 と の 連携 は 、 事 業 化 段 階 の 主要 
な 経営 課題 で ある 販売 、 マ ー ケ ティ ング 等 へ の 直接 
の 貢献 は 考え に く い 。 事業 化 段階 の デス バレ ー を 克 
服 し て いる 企業 ほど 、 人 的 な 経営 資源 が 限ら れ た 中 
で 、 内 部 の 人 材 は で きる 限り 主要 な 経営 課題 、 す な 
わ ち 販売 、 マ ー ケ ティ ング な ど に 投入 し 、 そ の 他 の 
業務 は 出来 る だ け 外 部 の 専門 家 に 任せ て いる も の と 
考え られ る 。 

も と も と 、 上 場 企業 な ど と 比較 し て 、 中 小 ベ ンチ 
ャ ー 企 業 の 経営 資源 は 限ら れ て いる 。 そ の 上 、 特 許 
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な ど 知 的 財産 権 の 創造 に 経営 資源 を 投入 し て いる 新 
技術 ベン チャ ー に お いて は 、 少 な い 経 営 資源 を も と 
で 人 材 を や りく りす る こと の 困難 さ が 伴 うこ と は 容 
易 に 想像 で きる 。 実際 、 質 問 票 調査 に お いて も 事業 
化 まで の 各 段 階 を 通し て 、 デ スバ レー 要因 と し て あ 
げ る 割合 が 最も 多かっ た の が 「 人 材 面 の 問題 」 で あ 
っ た 。 

Kenny and Burg(2000) は 、 既 存 企業 、 大 学 、 研究 
機関 な どか ら な る 「 第 一 の 経済 (Economy One@)」 と 
ベン チャ ー 創 出 を 支援 する 諸 組 織 と 制度 、 す な わ ち 
ベン チャ ー キ ャ ピタ ル 、 会 計 士 事 務 所 、 法 律 事務 所 、 
投資 銀行 な どか ら 構 成 さ れる 「 第 二 の 経 済 (Economy 
Two)」 と いう 概念 を 提示 し 、 新 技術 を ベー ス に と し 
た ベン チャ ー 企 業 を 次 々 と 創出 する 米国 シリ コン バ 
レー の 強み と し て 、 地 域 と し て の 高い 「 第 二 の 経 済 」 
の 機能 の 重要 性 を 特に 強調 し て いる 8。Hglmann 
and Puri(2002) は 、 こ の 内 、 シ リコ ン バ レ ー の ベン 
チャ ー キ ャ ピタ ル は 、 人 材 政策 、 マ ー ケ ティ ング 責 
任 者 の リク ルー ティ ング 、COE の 交代 等 に 積極 的 に 
関与 し て いる と 指摘 し 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル が 、 
人 材 面 で の 関与 を 中 心 に 投資 先 ス ター ト アッ プ 企 業 


の 育成 に 貢献 を し て いる こと を 示唆 し て いる (p.194)。 


し か し な が ら 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル に 代表 され る 
「 第 二 の 経済 」 は 、 我 が 国 お いて 、 技 術 ベ ンチ ャ ー 
創出 及び 育成 に 十分 な 役割 を 果たし て いる と は 言え 
な いう 9 

特許 な ど 知 的 財産 権 を ベー ス と し た 新 技術 ベン チ 

ャ ー の 技術 経営 に お いて 、 リ ソー スパ ー ソ ン と し て 
の 外部 専門 家 の 活用 は 、 特 に 事業 化 段 階 に お いて は 
重要 と 考え られ る 。 技 術 ベ ンチ ャ ー 創 出 を 目指 す 公 
的 セク ター に あっ て は 、 リ ソー スパ ー ソ ン と し て の 
外部 専門 家 の 機能 強化 、 す な わ ち 新 技 術 ベ ンチ ャ ー 
に 不足 し が ちな 人 材 の 供給 支援 機能 や 外部 専門 家 自 
身 に よる 不足 人 材 の 補完 機能 強化 は 、 新 技術 ベン チ 

一 育成 の 有効 な 手法 と いえ よう 。 
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【 注釈 】 

1) Pfirrmann, Wupperfeld, Lerner(1997) は 、 新 技術 に 基礎 
を 置く 企業 に つい て 「 技術 的 発明 の 事業 化 に お ける 重要 な 牽 
引 車 と みな すこ と が で きる (p.1 )」 と 述べ 、 先 端 技術 事業 化 
に お ける 新 技 術 ベ ンチ ャ ー の 重要 性 を 指摘 し て いる 。 

2) 知 的 財産 基本 法 (平成 14 年 法律 第 122 号 ) 第 二条 に よる と 、 
知 的 財産 と は 「 発明 、 考 案 、 植 物 の 新品 種 、 意 匠 、 著 作物 そ 
の 他 の 人 間 の 創造 的 活動 に より 生み 出さ れる も の (発見 又は 
解明 が され た 自然 の 法則 又は 現象 で あっ て 、 産業 上 の 利用 可 
能 性 が ある も の を 含む 。)、 商 標 、 商 号 その 他 事 業 活動 に 用 
いら れる 商品 又は 役務 を 表示 する も の 及び 営業 秘密 その 他 
の 事業 活動 に 有用 な 技術 上 又は 営業 上 の 情報 」 と 定義 され て 
いる 。 ま た 同 第 2 条 -2 に お いて 、 知 的 財産 権 を 「 特許 権 、 
実用 新案 権 、 育 成 者 権 、 意 匠 権 、 著 作 権 、 商 標 権 、 そ の 他 の 
知 的 財産 に 関し て 法令 に より 定め られ た 権利 又は 法律 上 保 
護 さ れる 利益 に 係る 権利 」 と 定義 し て いる 。 

本 論文 で は 、 特に 自然 法則 を 利用 し た 技術 的 思想 の 創作 と 
し て の 発明 に も と づき 、 新 規 性 、 進 歩 性 を 有 し 、 法 的 に 権利 
と し て 保護 され る 特許 を 特に 対象 と する 。 

3) 先端 技術 事業 化 に 係る デス バレ ー 概 念 と その 要因 に つい 
て は 、 桐 畑 (2004) を 参照 の こと 。 
4) 例え ば 、 児 玉 (2003) は 、 先端 技術 の 事業 化 に お ける デス 
バレ ー 現 象 に つい て 、 適 正 な 科学 技術 政策 立案 の た め に は 
「 どの 分 野 に どの よう な 形 で 存在 する の か の きめ 細か な 調 
査 を し な けれ ば な ら な い (p.11)」 と 指摘 し 、IT、 ナ ノ テ ク 等 
対象 と する 先端 科学 技術 分 野 毎 、 ま た それ ぞ れ の 事業 化 段階 
を きめ 細か く 分 け て 、 詳 細 に 調査 する 必要 性 を 示唆 し て いる 。 
5) 三菱 総合 研究 所 (2002) は 、 ナ ノ テ ク 事 業 化 の 有力 分 野 で 
ある カー ボン ナノ チュ ー ブ や 走査 線 プ ロー ブ 顕 微 鏡 等 の 16 
分 野 の 日 米 調査 を 行っ た 上 で 、 我が国 の ナノ テク に 取り 組む 
企業 は 「 基礎 的 な 知見 また は 、 技術 シー ズ を 基幹 技術 まで く 
み 上 げ る と ころ が 弱 いと 見 る 事 が 出来 る (p.80)」 と 指摘 し 、 
ナノ テク 事業 化 の 基礎 研究 段階 に お いて デス バレ ー 現 象 が 
散見 され る と 論じ て いる 。 
6) 奈良 先端 科学 技術 大 学院 通信 教育 講座 「 知 的 財産 ・ 技 術 
経営 プロ グラ ム 2005」 は 、 奈 良 先端 科学 技術 大 学院 大 学 先 
端 科学 技術 研究 調査 セン ター が 、 弁 理 士 、 弁 護 士 、 公 認 会 計 
士 あ わせ て 7 人 を 講師 と し て 招 聴 し 、 中小 ・ ベ ンチ ャ ー 企 業 
に 必要 な 知 的 財産 及び 技術 経営 に 関す る 講義 を 、 イ ンタ ー ネ 
ッ ト を 通じ て 実施 し た も の 。 
(http://Www.yous.cojp/NAIST/2005/boshu.htm) 
7) 質問 票 調査 で は 、 知 的 財産 を ベー ス と し た 先端 技術 の 事 
業 化 まで の 段階 に つい て 、 基礎 研究 段階 し は 「 ビジ ネス の シ 
ー ズ と な る 知 的 財産 を 創出 し 、 特 許 な ど 知 的 財産 権 を 取得 す 
る まで の 段階 」、 製 品 化 段 階 と は 「 特許 な どの 知 的 財産 権 を 


活用 し て 製品 化 を 実現 する まで の 段階 」、 事 業 化 段 階 と ば 新 
た な 市 場 を 形成 し 、 製品 販売 を 拡大 する まで の 段階 」 と 定義 
し 、 質 問 票 調査 を 実施 し た 。 

8) 基礎 研究 段階 、 製 品 開発 段階 、 事 業 化 段 階 の 経験 に つい 
て は 、 基 礎 研 究 段 階 で は 、 事 業 に 関連 し 特許 を 取得 し て いる 、 
或いは 出願 中 で ある 、 製 品 化 段 階 で は 、 知 的 財産 権 の ライ セ 
ンス だ け で は な く 、 知 的 財産 権 を ベー ス と し て 製品 化 の プロ 
セス を 有する 、 事業 化 段階 で は 、 売上 実績 が ある こと を 条件 
と し て 選定 し た 。 

9) Kenny and Burg(2000) の 指摘 する 「 第 二 の 経済 」、 す な 
わ ち 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル 、 会計士 事務 所 、 法 律 事務 所 、 
投資 銀行 な どの ベン チャ ー 創 出 に 果たす 役割 の 重要 性 に 関 
する 指摘 は Lee et al ed.(2000)、 今 井 監修 (1998) か な ど 、 こ の 
他 に も 多数 ある 。 

10) ベン チャ ー キ ャ ピタ ル に つい て は 、 日 本 と 米国 の ベン チ 
ャ ー キ ャ ピタ ル が 、 投 資 後 活動 を 通じ て 、 投資 先 企業 に 付加 
価値 を 創出 し て いる の か と いう 点 に つい て は 、Brav and 
Gompers(1997)、 乱 那 (1999)、Hamao Y. et al(2000) ら の 研 
究 に よっ て 、 米 国 に お いて は 、 ベ ンチ ャ ー キ ャ ピタ ル 投 資 が 
投資 先 企業 に と っ て 株 価 業 績 に 正 の 影響 を 与え て いる 一 方 、 
我が国 に お いて は 、 逆 の 影響 を 与え て いる と の 研究 が 報告 さ 
れ て いる 。 


【 参考 文献 】 
1. Aoki Masahiko and Hirokazu 
Takizawa(2001)Incentives and Option Value in the 
Silicon-Valley Tournament Game, RIETI Discussion 
Paper Series, RIETI. 

2. Branscomb Lewis M. and Fumio 
Kodama(1993)) apanese Innovation Strategies: Technical 
Support for Business Visions, University Press of 
America. 

3. Branscomb Lewis  M. and ames H 
Kgler(1998)Investing in Innovation: Creating a Resear 中 
and Innovation Policy That Works, The MIT Press. 

4. BranscomD Lewis M. and Philip E. 
Auerswald(2001)Taking Technical Risks: How 
Innovators, Executives and Investors Manage High-Tech 
Risks, The MIT Press. 

5. Branscomb Lewis M. eds. (2000)Managing Technical 
Risk: Understanding Private Sector Decision Making on 
Early Stage, Tecnnology-Based Projiects Advanced 
Technology Program National Institute for Standard and 


Technology US Department of Commerce. 


6. Brav Alon and Paul Gompers(1997)Myth or Reality ? 
The Long-Run Underperformance of Initial Public 
Offerings: Evidence from Venture and Non Venture 
Capital-Backed Companies, 」ournal of Finance, 52, 
DD.1791-1821. 

7. Brody Richard 」.(1996)Effective Partnering, U.S. 
Department of Commerce Office of Technology Polioy. 

8. Day George S., Paul J . H. Soemak(2000)Wharton on 
Managing Emerging Technologies,」 onn Wiley and Sons. 
9. Dertouzos Michael L.., Richard K. Lester and Robert 
M. Solow(1989)Made in America: Regaining the 
Productive Edge, The MIT Press. 

10. Edvinsson Leif and Michagl S. 
Malone(1997)Intellectual Capital Realizing Your 
Company'S True Value by Finding its Hidden Roots, 
Harper Business. 

11.Ehlers Vernon J . (1998)Unlocking our future: Toward 
a New National Sdqence Policy, Government Printing 
Office. 

12. Eisinger Peter K.(1988)The Rise of the 
Entrepreneurial State state and local economic 
development policy in the United States, University of 
Wisconsin Press. 

13. Flamholtz Eric G. and Yvonne Randle(1998)Growing 
Pains : How to Make the Transition from an 
Entrepreneurship to a Professionally Managed Firm, 
New and Revised Ed., J ossey-BasS. 

14. Gompers Paul A.(1996)Grandstanding in the Venture 
Capital Industry, J ournal of Financlal Economics, 42, 
DD.133-156. 

15. Hamao Yasushi, Frank Packer and Jay R. 
Ritter(2000)Institutional affiliation and the role of 
Venture Capital: Evidence from Initial Public Offerings 
in」 apan, Pacific-Basin Finance」 ournal, 8, DD.529-558. 
16. Hellmann Thomas and Manju Puri(2002)Venture 
Capital and the Professionalization of Start-UD Firms: 
Empirical Evidence, J ournal of Finance, 57, pp169-197. 
17. Higashide Hironori and Sue Birley(2002)The 
Consequences of Conflict Between the Venture Capitalist 
and the Entrepreneurial Team in the United Kingdom 
fromthe Perspective of the Venture Capitalist, J ournal of 
Business Venturing, 17(1), pp.59-81. 

18. Kenney Martin and Urs Von Burg(2000)Institutions 
and Economies: Creationg Silicon Valley, in Kenney 


Martin ed. Understanding Silicon Valley : the Anatomy 


JAPAN VENTURES REV EW hb. 6 Sept ener 2005 33 


of an Entrepreneurial Region, Stanford University Press, 
DD.218-240. 

19. Kutsuna Kenji, Hideo Okamura and Marc 
Cowling(2002)Ownership Structure pre- and post-IPOs 
and the Operating Performance of 」 ASDAQ Companies, 
Padific-Basin Finance」 ournal, 10(2), pp.163-181. 

20. Lee Chong-Moon, William F. Miller, Marguerite Gong 
Hancock and Henry S. Rowen ed.(2000)The Silicon 
Valley Edge A Habitat for Innovation and 
Entrepreneurship, Stanford University Press. 

21. Lerner 」osh(1995)Venture Capitalist and the 
Oversight of Private Firms, 」ournal of Finance, 50, 
DD.301-318. 

Lester Richard K.(1998)The Produdtive Edge : A New 
Strategy for Economic Growth, W.W. Norton. 

22. McGrath Rita Gunther and lan MacMillan(2000)The 
Entrepreneurial Mindset : Strategies for Continuously 
Creating Opportunity in an Age of Uncertainty, Harvard 
Business Sdhool Press. 

23. Moore Geoffrey A.(1991)Crossing the Chasm: 
Marketing and Seling _ High-Tech Products to 
Mainstream Customers, HarperCollins. 

24. Pfirrmann Oliver, Udo Wupperfeldd and 」osh 
Lerner(1997)Venture Capital and New Technology Based 
Firms An US-German Comparison, Physica-Verlao. 

25. Sullivan Patrick H.(2000)Value-driven Intellectual 
Capital : How to Convert Intangible Corporate Assets 
into Market Value , 」 ohn Wiley. 

26. Stimart Tryn(2002)The Advanced Technology 
Program In Partnership with NIST and the Nation 
National Institute for Standard and Technology, US 
Department of Commerce. 

27. Tassey Gregory (1999)R&D Trends in the U.S. 
Economy: Strategies and Policy Implications National 
Institute for Standard and Technology, US Department 
of Commerce. 

28. Uttrbak 」 ames M.(1994)Mastering the Dynamic of 
Innovation: How Companies Can Seize Opportunities in the 
Face of Tednnological Change, Harvard Business Shool Press. 
29. Vesper Karl H. (1990)New Venture Medhanis, Prentice 
Hall. 


30. 井上 隆一 郎 、 二 瓶 正 、 石 川 健 、 船 劇 淳 (2003)「 デス バレ 
ー 現 象 と 産業 再生 」『 三菱 総合 研究 所 所 報 No.42』、 三 菱 総 


合 研究 所 。 


34 JAPAN VENTURE REV EW Nb. 6 Sept ener 2005 


31. 今井 賢一 監修 (1998)『 ベン チャ ー ズ イン フラ 』NTT 出 
版 。 

32. 岡田 依 里 (2003)『 知 財 戦 略 経営 』 日 本 経済 新聞 社 。 

33. 清 成 忠男 、 中 村 秀 一 郎 、 平 尾 光司 (1971)『 ベン チャ ー・ 
ビジ ネス 頭脳 を 売る 小さ な 大 企業 』 日 本 経済 新聞 社 。 

34. 桐 畑 哲也 (2003)「 大 学 発 ベン チャ ー と ベン チャ ー キ ャ ピ 
タル - 求め られ る ベン チャ ー キ ャ ピタ リス ト の 投資 先 育成 能 
力 -」『 三菱 総合 研究 所 所 報 』 No.42、 三菱 総合 研究 所 、 58-78 
真 。 
35. 桐 畑 哲也 (2004)「 ナノ テク ノロ ジー 事業 化 と デス バレ ー 
現象 」『」 APAN VENTURES REVIEW』No.5、 日 本 ベン 
チャ ー 学 会 、73-80 頁 。 

36. 桐 畑 哲 也 編 著 、 久 保 浩三 、 戸 所 義博 、 岩 田 章 裕 閉 (2005) 
『 ナノ テク 革命 を 勝ち 抜く 』、 講 談 社 。 

37. 急 那 憲治 (1999)「 ベ ンチ ャ ー・ フ ァ イ ナ ンス と 直接 金融 
シス テム - 新 規 店 頭 公開 市 場 と ベン チャ ー・ キ ャ ピタ ル 投 資 
の 現状 と 課題 -」 国 民 金 融 公庫 総合 研究 所 編 『 ポス トビ ッ グ バ 
ン の 中 小 企業 金融 』 中 小 企業 リサ ー チ セン ター、 191-236 頁 。 
38. 児玉 文雄 (2003)「 大 学院 教育 と し て の MOT」『 技術 と 
経済 』、 科 学 技術 と 経済 の 会 。 

39. 玉田 俊平 太 、 児 玉 文 雄 、 玄 場 公 規 (2003)「 重点 4 分 野 に 
お ける サイ エン スリ ン ケ ー ジ の 計測 」、RIETI Discussion 
Paper Series、 経 済 産業 研究 所 。 

40. 柳 孝 一 、 田 中 耕 次 (1996)「 ベン チャ ー マ ネ ジメント 変革 
の 構図 と 理論 」、 柳 孝一 、 山 本 孝夫 編著 (1996)『 ベン チャ ー 
マネ ジメント の 変革 』 日 本 経済 新聞 社 、13-53 頁 。 

41. 三菱 総合 研究 所 (2002)『 ナノ テク ノロ ジー の 産業 化 戦略 
に 関す る 調査 研究 』、 新 エネ ルギー・ 産業 技術 総合 開発 機構 。 
42. 知 的 財産 基本 (http://Www.kantei.gojp/jp/singi/titeki2/ 
hourei/kihon.pdf)。 

43. 知 的 財産 戦略 会 議 (2002)「 知 的 財産 戦略 大 綱 」。 


